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改正公益通報者保護法を踏まえた社内研修のあり方について 

 

弁護士法人ほくと総合法律事務所 

代表パートナー 弁護士 中原 健夫 

 

1. はじめに 

改正公益通報者保護法が、いよいよ本年 6 月 1 日に施行される。 

施行を控えて、企業の中には社内研修を行うことを企画しているところも多いのでは

ないかと思う。筆者は、改正公益通報者保護法に関する社内研修を依頼されることが

多いため、本稿では、その経験を踏まえ、誰に対して、どのような研修を行うことが、

効果的と考えられるか、筆者の私見を述べさせていただきたいと思う。 

 

2. 指針について 

社内研修に関連する事項として、指針第 4-3(1)は、以下のとおり、労働者等及び役員

並びに退職者に対する教育・周知に関する措置について定めている。 

イ 法及び内部公益通報対応体制について、労働者等及び役員並びに退職者に対し

て教育・周知を行う。また、従事者に対しては、公益通報者を特定させる事項の

取扱いについて、特に十分に教育を行う。 

ロ 労働者等及び役員並びに退職者から寄せられる、内部公益通報対応体制の仕組

みや不利益な取扱いに関する質問・相談に対応する。 

このように、指針は、(ｱ)内部公益通報対応体制を担う役職員に対する教育・周知と、

(ｲ)内部公益通報を行う立場にある役職員（退職者を含む）に対する教育・周知を併せ

て定めているところ、特に検討を要するのは上記(ｱ)の「内部公益通報対応体制を担う

役職員」である。 

 

3. 社内研修の対象者 

上記 2.(ｱ)の「内部公益通報対応体制を担う役職員」が具体的に誰になるのかを理解す

るためには、内部公益通報対応体制について正しく理解しなければならない。 

指針第 2「用語の説明」によれば、「内部公益通報対応体制」について、「法第 11 条第

２項に定める、事業者が内部公益通報に応じ、適切に対応するために整備する体制を

いう。」と定められ、また、「内部公益通報」について、「法第３条第１号及び第６条第

１号に定める公益通報をいい、通報窓口への通報が公益通報となる場合だけではなく、

上司等への報告が公益通報となる場合も含む。」と定められている（下線は筆者によ

る。）。すなわち、内部公益通報が、通報窓口への通報のみならず、上司等への報告が
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通報となる場合を含む概念であるため、自ずと上記 2.(ｱ)の「内部公益通報対応体制を

担う役職員」とは、(a)通報窓口において通報を受け、その後の調査に関与する可能性

が高い役職員のみならず、(b)上司等に当たる立場の役職員を含むことになる。 

筆者は、企業から、法第 11 条第 1 項に定める公益通報対応業務従事者（本稿では、単

に「従事者」という。）として指定する予定の役職員を対象者とした社内研修（以下

「従事者研修」という。）を依頼されることがあるが、それは上記(a)の役職員を対象

とした社内研修の依頼にとどまる。かかる依頼を受ける際に筆者が企業に対して確認

しているのは、改正公益通報者保護法の施行前に上記(b)の役職員を対象とした社内研

修を実施する予定があるかどうかという点である。この点、実施予定があると回答す

る企業もあるが、実施予定がないと回答する企業の方がどちらかといえば多い。その

ような企業は、指針を正確に理解できていないと思われても仕方がない。前述したと

おり、上記 2.(ｱ)の「内部公益通報対応体制を担う役職員」とは、上記(b)の役職員を含

むのだから、役員・管理職全体に向けて改正公益通報者保護法に関する社内研修を実

施しなければ、指針が求める「法及び内部公益通報対応体制について、労働者等及び

役員（中略）に対して教育（中略）を行」ったことにはならない。 

 

4. 社内研修の内容・方法 

もっとも、上記 3.(a)の役職員を対象とした社内研修（従事者研修）と、上記 3.(b)の役

職員を対象とした社内研修（以下「役員・管理職研修」という。）は、その内容・方法

が異なると考えており、筆者が社内研修の依頼を受けた際は、いずれの社内研修なの

かによって、内容・方法を変えている。 

(1) 従事者研修 

従事者研修の対象者は、通報窓口において通報を受け、その後の調査に関与する可能

性が高い役職員であり、その人数も限られるため、筆者は、いくつかの事例を活用し

た双方向型の研修を行うことが多い。近年、Web 方式によらざるを得ないことが多い

が、それでも双方向型の研修を行うことはできる。 

例えば、詳細な事例を提示し、参加者にその場で検討する時間を与えた上で、参加者

に検討した結果を披露してもらいながら、筆者が解説を進めていくというスタイルで

ある。以下、通報受付と調査の各場面の事例演習についてイメージを少しでも持って

いただくことができるよう、筆者が実施した研修資料を部分的に紹介させていただく

［1］。 

                                                      
1 以下の事例演習の見出しの番号は、筆者が実施した研修資料からの抜粋のため、本稿の見出しの番号と

整合していない。 
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もちろん、事例演習を始める前に、改正公益通報者保護法の内容（従事者に対して課

される改正法第 12 条の守秘義務の内容を含む。）や、内部公益通報対応体制として求

められる措置についても解説を行うが、従事者研修の対象者は、事例演習等を通じて、

より実践的なスキルを習得しなければならないと考えている。そして、実践的なスキ

ルは、特に通報受付と調査の場面で求められることが多いため、筆者はそれらの場面

について様々な問題を設定して重点的に研修するように努めている。 

また、指針解説第 3-Ⅱ-3(1)③「指針を遵守するための考え方や具体例」においても、

以下のとおり定められており（下線は筆者による。）、実践的なスキルを教育されるべ

きとされていることに留意していただきたい。 

● 従事者に対する教育については、例えば、定期的な実施や実施状況の管理を行

う等して、通常の労働者等及び役員と比較して、特に実効的に行うことが求めら

れる。法第 12 条の守秘義務の内容のほか、例えば、通報の受付、調査、是正に必

要な措置等の各局面における実践的なスキルについても教育すること等が考えら

れる。 

なお、従事者は、予め包括的に指定される役職員もいるが、例えば通報された事案の

調査のために個別に指定される役職員もいる。このような個別指定を受ける役職員で

あっても、その際に適切な教育を行えるよう、動画撮影された従事者研修を用意して

おくなどの工夫も求められる。 

 

(2) 役員・管理職研修 

これに対し、役員・管理職研修の対象者は、その人数が多く、また、長時間の社内研

修を行うことも難しいため、従事者研修において筆者が実施しているような事例演習
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の方法・時間を確保しづらいことは否めない。もっとも、前述したとおり、内部通報

は上司等に対する報告であっても該当する場合があるところ、社内の問題点について

指摘を受けることが多いのは、通報窓口への通報よりも上司等への報告になると思わ

れる。 

そのため、筆者が行う役員・管理職研修では、上司等への報告等がなされた際に適切

な対応が行われるよう、役員・管理職研修においても、簡潔なものにとどめざるを得

ない時間的な制約があったとしても、あえて事例演習を取り入れている。また、役

員・管理職が通報者や調査協力者の探索の禁止や通報や調査協力を理由とした不利益

な取扱いの禁止に違反してしまうことがないよう、それらの観点からも事例演習を取

り入れている。以下、簡潔な事例演習についてイメージを少しでも持っていただくこ

とができるよう、筆者が実施した研修資料を部分的に紹介させていただく［2］。 

 

 

                                                      
2 脚注 1 と同様。 
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なお、指針解説第 3-Ⅱ-3(1)③「指針を遵守するための考え方や具体例」においても、

以下のとおり定められており、職制上のレポーティングライン、すなわち、役員・管

理職研修の重要性が指摘されていると理解できるし、特に、役員を含めた経営幹部に

対する研修の重要性が指摘されている。 

● 内部公益通報対応体制の仕組みについて教育・周知を行う際には、単に内部公

益通報受付窓口の設置先を形式的に知らせるだけではなく、例えば、以下のよう

な内部公益通報対応体制の仕組み全体の内容を伝えること等が求められる。 

 ➢ （略） 

 ➢ 職制上のレポーティングライン（いわゆる上司等）においても部下等から内

部公益通報を受ける可能性があること 

 ➢ （略） 

● 組織の長その他幹部に対しても、例えば、内部公益通報対応体制の内部統制シ

ステムにおける位置付け、リスク情報の早期把握がリスク管理に資する点等につ

いて教育・周知することが求められる。 

役員を含めた経営幹部の対応次第で、内部通報システム（内部通報制度に限らず、職

制上のレポーティングラインを含む全体的なシステムをいう。）を機能させることがで

きるか否かが大きく左右されるため、指針解説において経営幹部に対する教育・周知

について強調されていることも理解できるところである。 

 

5. 最後に 

従事者研修にせよ、役員・管理職研修にせよ、改正法が施行される前に実施すれば足

りるというものではない。将来にわたって継続的に従事者研修及び役員・管理職研修

を行い続けることこそ、内部通報システムを機能させるために極めて重要であること

が銘記されるべきである。 

 

以上 

  



7 

 

＜筆者略歴＞  

 

中原 健夫（なかはら たけお）  

弁護士法人ほくと総合法律事務所 代表パートナー  

 

1993 年 早稲田大学法学部 卒業  

1998 年 弁護士登録、原田・尾崎・服部法律事務所（現在の尾崎法律事務所） 入所  

2002 年 アメリカンファミリー生命保険会社（現在のアフラック生命保険株式会社） 

企業内弁護士  

2005 年 あさひ・狛法律事務所（現在の西村あさひ法律事務所） 入所  

2007 年 のぞみ総合法律事務所 パートナー  

2008 年 弁護士法人ほくと総合法律事務所を設立、代表パートナー 就任  

 

企業コンプライアンス、不祥事対応、危機管理、社内・第三者委員会調査、保険業務、

倒産・事業再生、M&A、不動産取引、紛争対応等。 

内部通報その他コンプライアンスに関する講演・著書・論考多数。 

 

 

掲載日：2022 年 4 月 26 日 


